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研究成果の概要（和文）： 

本研究では企業レベルのオープン・イノベーション政策および研究開発指針，経営者の指導力

を企業レベルでの技術政策とし，これらの政策が企業の様々な組織的経路を伝わって研究所の

パフォーマンスにどのような影響を与えるのかを調査した．結果は企業レベルのオープン・イ

ノベーション政策は研究所における研究開発パフォーマンスにプラスの効果があることが判明

した．他の 2 つの要因については単独では効果がないものの，交互作用効果については一部プ

ラスの効果があることが判明した． 

 
研究成果の概要（英文）： 

This study investigated the effect of firm-level technology policies on laboratory 
research and development (R&D) performance. We operationalized firm-level business 
policies by studying open innovation policies, technological orientation, and management 
initiatives. We found that firm-level open innovation policy has a positive effect on 
a laboratory basic research performance, but does not have significant effect on the other 
two stages. The interaction effect between firm-level open innovation policy and 
technological orientation has a positive effect on applied research performance, even 
though each variable itself does not have significant effect. 
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１．研究開始当初の背景 

Chesbrhough(2003)により｢オープン・イノ
ベーション｣という概念が提示されてから約
10 年が経過している．その間，オープン・イ
ノベーションは学界に留まらず，実業界にお

いても注目を集めている． 
しかしながら，めまぐるしく変化する経営

環境において万能の経営政策はなく，常にそ
の経営政策が効果を発揮する前提条件が存
在する．このことはオープン・イノベーショ
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ンにおいても例外ではない．このため改めて
オープン・イノベーションが効果を発揮する
条件について戦略論・組織論的観点から改め
て分析することにより，学界レベルに留まら
ず実務的なインプリケーションについても
言及を行うことが必要と考えた． 
 
２．研究の目的 

既存のオープン・イノベーションに関する
研究は企業レベルでの分析が中心であった．
しかしながら，実際の研究開発活動は研究所
を中心に行われている．このため本研究では
より実態に則ったモデルを構築する必要が
ある．本研究では企業の本社と研究所を同時
に扱うマルチレベルの研究を行うことによ
りオープン・イノベーションが機能する前提
条件を探ることを目的とした． 
なお，本社部門が研究所内で活動する研究

者・技術者の行動を直接管理することは大変
難しい．このため，本社は企業戦略やマネジ
メント・システム等の組織的仕組みを通じて
研究者・技術者の行動パターンに影響を及ぼ
すことに重点を置く．本研究では研究者・技
術者に影響を及ぼす本社レベルの経営政策
として，オープン・イノベーション政策，研
究開発指針，本社経営陣による戦略的イニシ
アティブを取り上げる．これら３つの経営政
策は管理面・心理面から研究所の研究開発パ
フォーマンスに影響を及ぼすことになる．さ
らに，これら各政策の交互作用効果が研究開
発パフォーマンスに影響を与える可能性も
ある． 
以下では既存研究をもとに，上記経営政策

が研究所の研究開発パフォーマンスに影響
を及ぼす可能性について具体的に説明を行
う． 
 
(1) 本社のオープン・イノベーション政策 

オープン・イノベーションとは定義的には
｢知識の流入と流出を自社の目的にかなうよ
うに利用して社内のイノベーションを加速
するとともに，イノベーションの社外活動を
促進する市場を拡大すること｣である．しか
しながら，既存研究および実業界の取組みに
おいては｢知識の流入｣と｢社内のイノベーシ
ョンを加速｣することのみに焦点を定めてい
るものが多い．本研究においてもオープン・
イノベーションについて｢知識の流入｣と｢社
内のイノベーションを加速｣することに焦点
を絞り，先行研究よりも狭く定義する．以下
では企業の本社部門が行うオープン・イノベ
ーション政策について検討する． 
企業は外部への開放性について独自の考

え方を持つ．この外部志向性が企業の外部に
存在する経営資源の活用に対する態度に影
響を与える．1 つの態度が NIH シンドローム
(Not-Invented-Here syndrome)と呼ばれる極

端な内部開発志向である．反対にオープン志
向の場合，外部に存在する経営資源を積極的
に活用しようとする．これら外部志向性は本
社経営陣によって形成され，ドミナント・ロ
ジックとして永続的に企業経営に影響を及
ぼす．ドミナント・ロジックとして形成され
たオープン志向はオープン・イノベーション
として具体的な政策となり実行される． 

オープン・イノベーション政策は公式の政
策としてマネジメント・システム等の組織的
仕組みを通じて研究所内の研究者・技術者の
行動パターンに影響を与える．こうして行動
パターンにまで影響を与えたオープン・イノ
ベーション政策は次第に制度化されること
になる．制度化された行動は個々の研究者・
技術者の心理面にも影響を与えるとともに，
集団としての組織内でも正当性を与え，研究
者・技術者が自主的に外部の経営資源を活用
することを促進する．こうした心理や行動は
繰り返されることにより組織ルーティンと
なり，組織文化としても形成されることで，
外部からの知識獲得活動をさらに強化する
ことになる． 

積極的な外部交流は知識移転に不可欠な
組織間の信頼関係を生み出す．信頼に裏付け
られた社会的関係はたとえ状況に埋め込ま
れた(embedded)知識でさえも移転を可能に
する．外部からの直接的な知識獲得は組織内
での知識の組み合わせに多様性を与え，新た
な知識が創造される可能性が高くなる．この
ことから本社のオープン・イノベーション政
策は研究所の研究開発パフォーマンスを向
上させると考えられる． 
 
(2) 本社の技術開発指針 

技術開発指針とは，現在および将来の競争
環境に対する評価に基づき，特定の製品開発
に必要な要素技術および関連技術の蓄積に
関係する一連の活動を，時間展開を勘案の上，
いくつかのフェーズに分けて提示すること
である．本社レベルで技術開発の方向性を示
すことの効果は以下のとおりである．まず技
術開発の方向性の提示は研究所の研究者・技
術者に対して特定分野における技術開発の
重要性を改めて認識させる．技術開発の方向
性は経営資源の配分においても明確な指針
となり，特定の技術分野に対する資源配分が
長期にわたり保証されていることを組織内
に示すことになる．特定分野に対する技術開
発の重要性に対する認識と資源配分の保証
は，研究所の研究者・技術者に特定技術の開
発へのコミットメントを生み出すことで知
識蓄積を促進する．特定分野の知識蓄積は研
究所の知識吸収能力を向上させ，さらに特定
分野の知識蓄積が進むという好循環を生み
出す． 

特定分野の知識蓄積が促進されることは



資源ベース理論(resource-based view)の観
点からも利点がある．ある種の知識は一定量
が蓄積されて初めて効率性・生産性が高まる
｢資産集積の経済性｣を有する．このように本
社の技術開発指針の明確化は研究者・技術者
の専心と資産集積の経済性の観点から研究
所の研究開発パフォーマンス向上に貢献す
る．このことから本社の研究開発指針は研究
所の研究開発パフォーマンスを向上させる
と考えられる． 
 
(3) 本社の戦略的イニシアティブ 

本社の戦略的イニシアティブとは，企業と
しての高い目標を掲げ，それを達成するため
戦略の立案・実行において本社経営陣が強い
リーダーシップを発揮し，下位組織のストレ
ッチを促すことを表す．本社が目標を掲げる
とともに目標とのギャップを示すことは，従
業員の事業環境や自社の置かれたポジショ
ンについての認識を深め，自社の戦略に対す
る理解を促進する．自社の戦略に対する理解
は，組織分化が進むことで分かりにくくなっ
ている個々のタスクの意味を改めて認識さ
せる．つまりこのことは，上述した技術開発
指針のような狭い領域での指針ではなく，製
品戦略や事業戦略，企業戦略と言ったより広
い文脈から自らのタスクを理解することを
促すであろう．このような理解を醸成するこ
とにより，研究者・技術者は目標とのギャッ
プを埋めるため，高いモチベーションをもっ
て業務に取り組むことになる． 
このような市場志向・戦略志向は企業業績

にプラスの影響を与える．組織論・組織行動
論においても，企業のリーダーによる明確な
目標の提示が企業業績の改善につながるこ
とが示されている．以上から本社の戦略的イ
ニシアティブは研究所の研究開発パフォー
マンスを向上させると考えられる． 
 

 

３．研究の方法 

上記研究目的において掲げた仮説の統計分
析を試みるため，本研究では企業向けアンケ
ートを実施しデータを収集した．既に本研究
チームは 2004 年に NEDO(独立行政法人 新エ
ネルギー・産業技術総合開発機構)からの研
究資金を基に企業内の研究所に対してアン
ケート調査を実施し，245 拠点からの回答を
得て(回収率 29％)，多数の研究報告・論文掲
載を行っている．本研究においても同様のア
プローチを用いた． 
具体的には本研究では調査対象を従来の研

究所から本社の R&D 担当役員に変更し，企業
の全社戦略と組織設計についてアンケート
を実施した．2011～12年度にかけて上場企業
1,312 社に対して震災前の過去 3年間におけ
る研究開発活動についてのアンケートを実

施し 241 社(回収率 18.4%)の回答を得た．こ
れらのアンケート・データと従前に取得した
データを組み合わせたうえで実証分析を実
施した．なお，分析における結果変数は研究
開発パフォーマンス全体だけでなく，研究開
発ステージ(基礎研究，応用研究，開発)毎に
ついても分析している． 
 
 

４．研究成果 
以下では上記分析結果を 4点述べる．その

後，本研究の貢献点および実務上のインプリ
ケーションを述べる． 

 
(1)分析結果 
① オープン・イノベーション政策の効果 

本社によるオープン・イノベーション政策
は，基礎研究において効果が見られるものの，
応用研究・開発といった川下工程においては
効果が見られなかった．本研究ではオープ
ン・イノベーション政策の変数についてベン
チャー企業との連携など必ずしも基礎研究
分野に特化したものを用いた訳ではなかっ
たにもかかわらず，このような結果が出たこ
とは注目に値する． 

解釈としては，最先端の知識が主に外部の
大学・研究機関に存在する基礎研究では探索
(exploration)が重要であり，本社のオープ
ン・イノベーション政策は同活動を促進する
ためプラスの効果があると言える． 

しかしながら，獲得した知識を応用し製品
化につなげる川下工程においては外部知識
の流入が重要であるとはいえない．つまり活
用(exploitation)の段階となる下流工程に
おいては社内に蓄積された情報をいかに活
用するのかが重要であり，同工程においては
オープン・イノベーションによる外部からの
情報収集はパフォーマンスに影響を与えな
い可能性があると言える． 

 
② 技術開発指針の効果 

本社の技術開発指針が基礎研究において
マイナスの影響を与えていた．解釈は以下の
とおりである．技術開発指針は資源配分に強
く影響を及ぼし，選択と集中を行う際に効果
がある．しかしながら，基礎研究では様々な
探索活動が重要であるため，明確すぎる指針
は特定の知識の過剰な深化をもたらし効率
性を損ない，パフォーマンスを低下させる可
能性を指摘できる．反対に，本社の技術開発
指針は開発において弱いプラスの有意とな
った．このことは活用活動において明確な指
針による選択と集中が重要である可能性を
示唆している． 

 
③ 戦略的イニシアティブの効果 

第 3に，本社の戦略的イニシアティブはプ



ラスで有意であるものの，パラメータ自体は
基礎研究から開発に推移するにつれて小さ
くなり，有意水準も 1％台から 10％台へと弱
くなっていった．上述の技術開発指針と異な
り，大まかな企業の方向性を示すことになる
戦略の提示は基礎研究段階における探索活
動を促進するといえる．しかしながら，工程
が推移するにつれて本社レベルの関与より
も研究所内でいかなる方針が採られている
かが重要となり，影響が少なくなったのだろ
う． 
 

④ 交互作用効果 
本社のオープン・イノベーション政策と技

術開発指針の交互作用効果については，応用
研究においてプラスに有意であった．解釈と
しては，応用研究は探索と活用の移行期間で
あるため，活用活動への資源配分が増加し探
索活動への資源配分が減少する．しかしなが
ら，同工程においても依然として外部からの
情報収集が重要であるため，本社が技術開発
指針を示すことで外部知識の獲得を促進す
ることが，パフォーマンスに対してプラスの
影響を与えた可能性がある．このためオープ
ン・イノベーション政策が単独の場合は有意
ではなかったにもかかわらず，技術開発指針
との交互作用効果はプラスとなった可能性
が指摘できる． 

本社のオープン・イノベーション政策と本
社の戦略的イニシアティブの交互作用効果
については，応用研究において弱くマイナス
の有意があるのに留まった．特に基礎研究に
おいて両変数ともに単独でプラスに有意で
あったにもかかわらず，交互作用変数では有
意とはならなかった．このことから本社の技
術開発指針がオープン・イノベーション政策
の効果を高めたのとは異なり，本社の戦略的
イニシアティブといった大まかな方針では
探索活動を活性化することは困難であるこ
とが指摘できる． 
 

(2) 本研究の貢献点 
本研究の貢献は以下の 2点である．①本社

の R&D担当役員へのアンケートを実施するこ
とにより，研究開発活動に関するマイクロ・
データを基にオープン・イノベーションにつ
いて検証した．②研究開発工程を基礎研究お
よび応用研究，開発の 3工程に分割し，工程
の推移に伴う影響の変化を検証したことで
ある． 
既存研究では主にケーススタディに基づ

く分析により，研究開発プロセスの全工程に
てオープン・イノベーションが有効であるこ
とが指摘されていた．しかしながら，本研究
では工程毎にオープン・イノベーションの効
果を検証することにより，必ずしもオープ
ン・イノベーションがすべての工程で有効で

あるとは限らず，有効に機能するには前提条
件があることを示した．すなわち，基礎研究
の場合はオープン・イノベーション政策単独
でも有効であるものの，応用研究では本社が
明確な技術開発指針を提示する必要がある．
なお，開発では有効ではないことも示された． 

 
(3) 実務上のインプリケーション 

本研究から示唆される実務上の論点とし
ては以下の 3点が挙げられる．①本社レベル
の関与は研究所の上流工程には影響を与え
る．このため上流工程のパフォーマンス向上
のためには本社が積極的に関与していった
方がよい．②関与の仕方について技術の詳細
なレベルにまで本社が関与すると却って 

マイナスの影響を与えることとなる．この
ため，本社はオープン・イノベーション政策
と大まかな戦略的方向性のみを示し，細部は
研究所に任せることが重要である．③応用研
究のパフォーマンスを向上させるには技術
開発指針とオープン・イノベーション政策を
同時に行い，特定分野に関する外部情報を積
極的に収集することが重要であると言える． 
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